






































The purpose of this paper is to analyze the demand of key person insurance of small and medium-sized business 
enterprises and to contribute to the sound development of the life insurance industry. 
The demand of key person insurance by SME Owners is influenced by the two factors. One is the financial needs 
for consistency. The other is the business owner’s personal values. 
As a result of the discussion, the following was confirmed.  
The financial needs of SME Owners can be classified into three areas which are business interruption risk, 
retirement allowance and preventative issues. These financial needs make positive impacts on the demand of key 
person insurance.  
As for values, the impact of uncertainty avoidance and collectivism on the demand of key person insurance was 
confirmed. The uncertainly avoidance makes a negative impact on the demand of the policyholder. Collectivism 
makes a positive impact on demand other than the policyholder. 
The Major implication of this study is the necessity to create a segmented communication strategy based on the 
value system of the customer enterprises. 
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1. はじめに 
 






















先行研究の確認は以下 3 つの範囲について行う。第 1 に経営者保険のカバーするリスク










                                                        
1 社団法人生命保険協会「東日本大震災と生命保険業界の対応と次の一手」2013 年 3 月 31 日による。 
2 中小企業庁による 2013 年 9 月発表では、中小企業全体 420 万社中、小規模企業は約 366 万社（87％）を
占める。本稿は団体年金や団体保険を検討対象としないため件数ベースの構成比のみここであげている。 
3 営業職員へのヒアリングによる。 
4 当該調査は 2013 年 10 月 18 日～19 日にかけて実施された。調査内容は生命保険、能力開発、外国人雇
用、高齢者雇用に関する範囲である。詳細は「4」で述べる。 
中小企業経営者の生命保険需要決定要因 







































6 中小企業による生命保険利用の 1 つとして「従業員の福利厚生」があるが、本稿は、中小企業における
経営者保険に絞って検討している。このためこの部分は対象外としている。 











































                                                        
8 分析は生命保険文化センター「平成 22 年度生活保障に関する調査」データを対象としたものでる。 
中小企業経営者の生命保険需要決定要因 







不合理性を生み出す要因の 1 つと考えられる価値観の観点から、Chui & Kwok（2007）
は、生命保険の消費について、国際比較の観点で国民文化の持つ価値観が与える影響を分



























                                                        
9 各国の国民 1 人当たり生命保険料（1995 年米ドル価格）を従属変数とし、経済的・制度的な要因を統制
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 House et al.（2004）は国民文化について、9 つの側面を GLOBE11の測定方法として定義
している。すなわち Assertiveness・Institutional Collectivism ・In-group Collectivism ・Future 
Orientation・Gender Egalitarianism ・Human Orientation・Performance Orientation ・Power 
Distance・Uncertainly Avoidance の 9 側面である。この定義は、それぞれ Value と Practice
に分けられる。Value はそうあるべきという規範が含意され、他方 Practice は現実的慣行を
表している。 
Chui & Kwok（2009）は GLOBE の定義（Practice）を使用し各国の生命保険消費への影
響を測定している12。その結果、In-group Collectivism が負の影響を、権力格差が正の影響
を与えると指摘した。 
Chui & Kwok は 2007 年の Hofstede の測定方法を使用した研究では権力格差が生命保険




命保険消費に正の影響を与えるとしている。この相違は、Value と Practice の相違による。 
Hofstede et al.（2010）13は、GLOBE の定義が Hofstede と同一の用語を使っているもの14に
ついても測定内容が相違し、それらが比較困難であると述べている。Hofstede は、価値観


















                                                        
11 Global Leadership and Organizational Behavior Effectiveness 
12 各国の国民 1 人当たり生命保険料（2000 年米ドル価格）を従属変数とし、経済的・制度的な要因を統
制した上で、GLOBE の 9 つの定義を説明変数とした重回帰分析によって論証している。 
13 2010 では価値観の定義として 1991 の 4 定義に加えて「長期志向－短期志向」「放縦－抑制」の 2 つが
加えられている。本稿では対象としていない。 
14 Uncertainly Avoidance 不確実性の回避・Power Distance 権力格差の 2 つが同一の表現となっている。 
中小企業経営者の生命保険需要決定要因 
イノベーション・マネジメント No.12 - 47 -
を受けるほど抑制的になる。したがって、特定の財やサービスの利用経験は、同様の課題
認識があると同じ財やサービス需要へ結びつきやすい（情報の内部探索）傾向と、他方、

























































































































2013 年 10 月 18 日～19 日にかけて（株）マクロミルに委託され、インターネット上で行わ
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対象者が経営する企業の業種及び企業規模は巻末付表 1 の通りである。 
規模的には 9 人以下の小規模企業15が 74％程度を占める。 
 
(2) 回答経営者の属性 








調査対象経営者 333 名の経営者保険加入・未加入区分構成を巻末付表 3 に示す。 










                                                        
15 ここでは 10 人未満を小規模企業としてその構成比を述べている。中小企業基本法上の定義と一致した
表現ではない。 
16 経営者の持つ価値観は、慣行としての制度や経営方針（の一部）に表れるという考えに基づく。 








































                                                        
18 ｢経営に関する調査」は、原則この方法による回答尺度設計である。以降、回答尺度については断りの
ない限りこの方式である。 
19 Hofstede et al.（2010）の定義による。 





















つの経済準備必要性とした第 1 段階、追加して加入ダミー変数を投入した第 2 段階にわけ
て行う。これにより仮説 1～仮説 3 を検証する。 
次に、経営者保険加入・未加入を区分し、説明変数として 3 つの経済準備必要性と価値
観要因である不確実性回避および集団主義の代理変数を投入した重回帰分析を行う。 
説明変数の投入は 3 つの経済準備必要性のみの第 1 段階、追加して価値観要因の 2 代理

















23 経営者保険未加入を 0、加入を 1 とするダミー変数である。 
24 係数ダミーについては豊田秀樹『回帰分析入門』（2012）164 頁「6.4.2 係数ダミー」による。 
25 不確実性回避の加入係数ダミーは「（未加入 0・加入 1）×社内規則少」、集団主義未加入係数ダミーは
「（未加入 1・加入 0）×年功賃金多体系」による変数である。 
中小企業経営者の生命保険需要決定要因 
















転）26を行った。11 質問項目で因子負荷量.40 を下回るものはなかったが、2 つの因子にま
たがって.40 以上の値を示したものがあったためこれを削除し、10 質問で再度因子分析を
行った。回転後の結果が巻末付表 6 である。 
分析の結果、固有値の変化（第 1 から第 4 因子まで、4.89,1.90,1.19,.53）と解釈可能性か




上記の 3 共通因子についての構成概念と主な統計量を巻末付表 9 に示す。また構成概念




関係数は.23 と最も低い値を示した。このことから、この 2 つの関連性が特に低いことが
わかる。経営中断リスク対処と退職金対処の相関係数が.39、退職金対処と予防的対処の相









この分析結果は、巻末付表 7 に未加入者のみ対象の因子分析結果、付表 8 に加入者のみ対象の因子分
析結果として示した。 
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5.2 経済準備必要性と経営者保険加入ダミー変数の需要への影響 
 被説明変数として経営者保険需要を測定する経営者保険必要性に関する回答結果を巻末





析結果を以下に表 12 として示す。 
 
表12 経済準備必要性と加入ダミー変数による重回帰分析結果27 
- (.000) - (.000)
.43 (.000) .40 (.000)
.25 (.000) .19 (.000)
.25 (.000) .26 (.000)
.17 (000)
Adjusted R２







































3 つの経済準備必要性は、第 1 段階及び第 2 段階でそれぞれ正の影響を 0.1%未満有意で
示した。経営中断リスク対処、退職金対処、予防的対処の 3 つの経済準備必要性が経営者
保険需要に対して正の影響を与えることが確認でき、仮説 1 が支持されたといえる。 
第 2 段階で追加投入した加入ダミー変数は正の影響を 0.1％未満有意で示した。加入者
であることが需要に正の影響を与えることが確認でき、仮説 2 も支持されたといえる。 
加入者であることの決定要因としての影響評価のために、重回帰分析全体の判断指標と
して自由度調整済決定係数を見る。第 1 段階から第 2 段階で 2％の増加（48→50）となっ
た。この点からも加入者要因のゆるやかな影響を確認できる。 
仮説 2 については、付表 11 で見た通り、経営者保険必要性に関する回答平均値が「加
入者（3.37）＞未加入者（2.41）」であり、両者で 0.1％未満有意で差が認められることか
ら、この観点でも支持されたといえる。 





                                                        
27 各説明変数の VIF は 1.155～1.437 の範囲内にある。このため多重共線性の問題は生じていないと判断
できる。 
28 「.25≒.25」とし「＝」としなかった理由は、小数点第 3 位以下の数値に相違があることによる。 
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仮説 3 が支持されたといえる。 
 
5.3 加入・未加入区分別に見た 3 つの経済準備必要性及び価値観要因の影響 
価値観に関する代理変数の概要を巻末付表 13 に示す。 
経営者保険必要性を被説明変数とし、経済準備必要性および価値観要因を説明変数とした 
加入・未加入区分別重回帰分析結果を以下に表 14 として示す。 
表14 需要決定要因に関する重回帰分析結果29 
- (.000) - (.000) - (.000) - (.000)
.42 (.000) .43 (.000) .41 (.000) .39 (.000)
.22 (.000) .18 (.005) .15 (.030) .11 (.09)
.23 (.000) .24 (.000) .35 (.000) .34 (.000)
-.07 (241) .22 (.001)
.14 (.012) -.09 (.168)
Adjusted R２ .44 .45









































































0.1%未満有意となった。第 2 段階で.53 と.52、いずれも 0.1％未満有意である。加入者・未
加入者の間で差はほとんどないといえる。退職金対処は、第１段階未加入者.28、0.1％未








値」とした仮説 4 にそった状況となった。それ以外は支持できない結果となっている。 
異なる母集団における重回帰分析の説明変数の影響（偏回帰係数）の差の検定を巻末付 
表 15 及び 16 に示す。検定の結果から、第 1 段階及び第 2 段階とも加入者・未加入者間で
は差は認められない31。この検定からも仮説 4 は支持されないことがわかる。 
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第 2 段階の退職金対処のみ仮説 4 にそった結果となったが、第１段階では退職金対処も
有意であり、加入者・未加入者の間で差は認められないから、限界効用逓減の法則の観点
からの動きは第 2 段階退職金対処のみの結果である。 



























                                                                                                                                                                  
似的に正規分布に従うため 1.96 以上で 5％有意となる。表ではいずれも 1.96 を下回っていることがわ
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者と比してその影響が大きいとしていた。本検証では、そのうち未加入者においてのみ正
の影響を示した。以上のことから仮説 5 は主要部分で支持されたといえる。 
価値観の決定要因としての影響評価のために、重回帰分析全体の判断指標として自由度































































                                                        
35 各説明変数の VIF は 2.260～1.162 の範囲にある。補足検証の位置づけから多重共線性の問題はこの水
準で特にないと判断した。 
＜査読付き投稿論文＞ 






































                                                        
36 加入目的平均値は退職金対処が最も高い。これに該当する保険種類は主に長期平準定期保険である。 
37 厚生労働省の推計（2010）によれば、生涯医療費のうちの 50％は 70 歳以降でかかる。また、患者調査
（2011）によれば平均入院日数は 65 歳以降から特に長期化する。これらを考慮して表現している。 
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40 「法人税法基本通達 9-3-5」、「平成 20 年 2 月 28 日課法 2-3.課審 5-18 による改正」等を指している。 
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付表1 調査対象企業の業種及び規模別集計  単位：回答数；件 構成比；％ 
～9 10～29 30～49 50～99 100～299 300～999 1000～
建設 45 33 8 1 2 1 0 0
製造 38 22 10 5 1 0 0 0
電気・ガス・熱供給・水道 4 4 0 0 0 0 0 0
情報通信 22 13 5 1 2 0 1 0
運輸 10 0 2 5 2 0 1 0
卸売・小売 75 60 10 0 0 4 0 1
金融・保険 9 8 1 0 0 0 0 0
不動産 36 34 2 0 0 0 0 0
飲食・宿泊 7 4 2 0 1 0 0 0
医療・福祉 12 6 3 2 1 0 0 0
教育・学習支援 7 2 3 0 0 1 0 1
民間サービス 45 39 3 0 2 1 0 0
公務・公共サービス 1 1 0 0 0 0 0 0
その他 22 19 1 2 0 0 0 0
計 333 245 50 16 11 7 2 2







付表2 代表権有無・筆頭株主・創業者血縁区分   単位：回答数；件 構成比；％ 
該当数 構成比 該当数 構成比 該当数 構成比
無 41 12.3 93 27.9 154 46.2
有 292 87.7 240 72.1 179 53.8




付表3 経営者保険加入・未加入区分構成  単位：回答数；件 構成比；％ 
未加入 加入 合計
回答数 186 147 333


































                                                        
41 作成根拠欄に該当する部分を○表示したが、参照した会社のうち 1 社でも該当すれば○表示している。 
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付表5 経済準備必要性質問と回答結果概要 
全体 333 1 5 3.01 1.342 ‐
未加入者 186 1 5 2.60 1.189
加入者 147 1 5 3.54 1.313
全体 333 1 5 2.92 1.326 ‐
未加入者 186 1 5 2.48 1.236
加入者 147 1 5 3.47 1.229
全体 333 1 5 2.71 1.294 ‐
未加入者 186 1 5 2.41 1.241
加入者 147 1 5 3.10 1.259
全体 333 1 5 2.51 1.226 ‐
未加入者 186 1 5 2.32 1.209
加入者 147 1 5 2.75 1.210
全体 333 1 5 2.60 1.399 ‐
未加入者 186 1 5 2.32 1.365
加入者 147 1 5 2.95 1.369
全体 333 1 5 2.21 1.207
未加入者 186 1 5 2.02 1.179
加入者 147 1 5 2.46 1.201
全体 333 1 5 2.42 1.238 ‐
未加入者 186 1 5 2.12 1.158
加入者 147 1 5 2.80 1.238
全体 333 1 5 2.53 1.243 ‐
未加入者 186 1 5 2.26 1.216
加入者 147 1 5 2.88 1.193
全体 333 1 5 2.55 1.228 ‐
未加入者 186 1 5 2.34 1.238
加入者 147 1 5 2.82 1.163
全体 333 1 5 3.42 1.243 ‐
未加入者 186 1 5 3.34 1.285
加入者 147 1 5 3.52 1.184
全体 333 1 5 3.67 1.189 ‐
未加入者 186 1 5 3.68 1.240


























経営者が疾病や災害によって入院や加療が必要となった場合、会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .97 -.06 -.01
経営者が60日以上就業不能になった場合には会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .93 -.07 .01
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、従業員の給与支払いのための財源を追加的に確保する必要がある .82 .08 -.03
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、取引先への債務返済が必要になる .76 -.03 -.03
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、金融機関への借入金返済が必要になる .69 -.01 .08
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .69 .14 -.04
経営者が、万一死亡するような事態となった場合、企業として死亡退職金を支払う必要がある .03 1.00 -.05
経営者が退職する場合、企業として退職金を支払う必要がある -.02 .84 .08
企業として含み資産作りは必要である .06 .00 .98
企業として決算・税務対策は必要である -.06 .02 .75
寄与率 21.66 22.09 29.32
累積寄与率 21.66 43.75 73.08
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ ― .39 .23
Ⅱ ― .35




経営者が疾病や災害によって入院や加療が必要となった場合、会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .97 -.07 -.01
経営者が60日以上就業不能になった場合には会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .90 -.05 -.01
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .76 .09 -.05
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、従業員の給与支払いのための財源を追加的に確保する必 .76 .15 -.03
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、取引先への債務返済が必要になる .75 -.01 -.02
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、金融機関への借入金返済が必要になる .65 -.08 .15
経営者が、万一死亡するような事態となった場合、企業として死亡退職金を支払う必要がある .03 1.01 -.06
経営者が退職する場合、企業として退職金を支払う必要がある -.04 .86 .09
企業として含み資産作りは必要である .05 .04 .93
企業として決算・税務対策は必要である -.04 -.01 .72
寄与率 48.92 17.90 12.06
累積寄与率 48.92 66.81 78.87
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ ― .42 .25
Ⅱ ― .34
Ⅲ ―  
 
48.93 18 97 11 87
48.93 67 90 9 77
中小企業経営者の生命保険需要決定要因 
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付表8 加入者のみ対象必要性因子分析結果（プロマックス回転後の因子パターン） 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ
経営者が疾病や災害によって入院や加療が必要となった場合、会社の運転資金を追加的に確保する必要があ .95 -.01 -.04
経営者が60日以上就業不能になった場合には会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .93 .05 -.06
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、従業員の給与支払いのための財源を追加的に確保する .86 -.01 .00
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、取引先への債務返済が必要になる .73 -.04 -.04
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、金融機関への借入金返済が必要になる .71 .01 .07
経営者が万一死亡するような事態となった場合には、会社の運転資金を追加的に確保する必要がある .59 -.02 .14
企業として含み資産作りは必要である .05 1.00 -.04
企業として決算・税務対策は必要である -.06 .84 .07
経営者が退職する場合、企業として退職金を支払う必要がある -.02 .09 .75
経営者が、万一死亡するような事態となった場合、企業として死亡退職金を支払う必要がある .05 -.05 1.01
寄与率 44.688 22.601 11.911
累積寄与率 44.688 67.289 79.199
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ ― .18 .18
Ⅱ ― .37
Ⅲ ―  
 
付表9 経済準備必要性構成概念と結果一覧 













経営中断リスク対処 .92 2.51 1.07
退職金対処 .92 2.96 1.28




退職金対処 -0.46 0.07 0.00 -0.64 -0.28
予防的対処 -1.04 0.08 0.00 -1.23 -0.86
経営中断リスク対処 0.46 0.07 0.00 0.28 0.64
予防的対処 -0.58 0.08 0.00 -0.77 -0.40
経営中断リスク対処 1.04 0.08 0.00 0.86 1.23






 経済準備必要性 平均値の差 標準誤差
 
（Ｆ値 95.57 0.1％未満有意 Ｎ333） 
 
付表11 経営者保険必要性に関する回答結果概要 
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
全体 333 1 5 2.84 1.30 -
未加入者 186 1 5 2.41 1.19











度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
全体 333 1 5 3.37 1.16 -
未加入者 186 1 5 3.41 1.22
加入者 147 1 5 3.32 1.09
全体 333 1 5 2.37 1.04 -
未加入者 186 1 5 2.19 1.08










 4. 9 2.  1. 2
 4. 9 67. 9 79.21
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付表15 第1段階 偏回帰係数の差の検定結果 
経営中断リスク 退職金対処 予防的対処
経営中断リスク .09 - -
退職金対処 - -.69 -








付表16 第2段階 偏回帰係数の差の検定結果 
経営中断リスク 退職金対処 予防的対処
経営中断リスク -.12 - -
退職金対処 - -.68 -









度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
経営者に対する退職時の退職金準備である 147 1 5 3.32 1.43
経営者の万一の死亡の際の死亡退職金準備である 147 1 5 3.54 1.41
経営者の万一の死亡の際の事業運転資金準備である 147 1 5 3.21 1.44
経営者の万一の死亡の際の借入金返済返済準備である 147 1 5 2.92 1.51
経営者の万一の死亡の際の取引先への債務返済準備である 147 1 5 2.43 1.38
経営者の万一の死亡の際の従業員の給与支払い準備である 147 1 5 2.57 1.33
経営者に対する医療保障のためである 147 1 5 2.97 1.47
経営者が60日以上就業不能にになった際の事業の運転資金準備である 147 1 5 2.71 1.37
企業の含み資産形成のためである 147 1 5 2.54 1.34






























経営中断リスク対処目的 0.46 0.08 0.00 0.28 0.65
予防的対処目的 0.65 0.10 0.00 0.40 0.90
退職金目的 -0.46 0.08 0.00 -0.65 -0.28
予防的対処目的 0.19 0.12 0.32 -0.09 0.47
退職金目的 -0.65 0.10 0.00 -0.90 -0.40





測定変数名: 平均値の差 標準誤差 有意確率
95% 平均差信頼区間
 
（F 値 22.29  0.1％未満有意 N147） 
 
（表20は論文内記載） 
 
